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貸 借 対 照 表 
  

（2020年12月31日現在） 

（単位：千円） 

資産の部 負債の部 

科    目 金   額 科    目 金   額 

流動資産 53,818,250 流動負債 21,397,432 

現金及び預金 2,793,378 営業未払金 289,156 

営業未収入金 103,573 関係会社短期借入金 12,500,015 

有価証券 94,028 1年内返済予定の長期借入金 3,712,000 

販売用不動産 49,975,318 未払金 55,429 

原材料及び貯蔵品 10,519 未払費用 397,768 

前渡金 51,970 未払法人税等 738,904 

前払費用 104,822 賞与引当金 66,903 

立替金 680,725 前受金 482,597 

その他 7,957 預り金 2,904,748 

貸倒引当金 △4,043 その他 249,907 

固定資産 4,578,386 固定負債 14,684,220 

有形固定資産 751,331 長期借入金 8,810,250 

建物 459,145 退職給付引当金 1,805,382 

工具、器具及び備品 145,668 長期預り敷金保証金 3,931,178 

土地 146,518 その他 137,410 

無形固定資産 149,455 負債合計 36,081,653 

ソフトウエア 144,286 純資産の部 

その他 5,168 株主資本 22,314,983 

投資その他の資産 3,677,599 資本金 4,321,006 

投資有価証券 25,000 資本剰余金 3,765,550 

関係会社株式 50,000 資本準備金 3,765,550 

その他の関係会社有価証券 676,000 利益剰余金 14,228,426 

長期前払費用 80,140 その他利益剰余金 14,228,426 

繰延税金資産 633,726 繰越利益剰余金 14,228,426 

敷金及び保証金 2,205,566   

その他 13,194   

貸倒引当金 △6,027 純資産合計 22,314,983 

資産合計 58,396,636 負債及び純資産合計 58,396,636 
  
(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
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損 益 計 算 書 
 

  
(自2020年１月１日 至2020年12月31日) 

（単位：千円） 

科    目 金   額 

営業収益   29,196,759 

営業原価   23,888,617 

営業総利益   5,308,142 

販売費及び一般管理費   1,383,863 

営業利益   3,924,279 

営業外収益     

受取利息 11   

受取社宅負担金 3,522  

受取保険配当金 3,288  

その他 7,640 14,463 

営業外費用     

支払利息 127,171 127,171 

経常利益   3,811,571 

特別損失     

新型コロナウイルス感染症による損失 36,101 36,101 

税引前当期純利益   3,775,469 

法人税、住民税及び事業税 1,255,173   

法人税等調整額 133,283 1,388,456 

当期純利益   2,387,012 
  
(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
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【個 別 注 記 表】 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

１．資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

  ①子会社株式 移動平均法による原価法 

  ②その他有価証券   

    時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定） 

    時価のないもの 移動平均法による原価法 

なお、債券のうち取得原価と債券金額との差額の性格が金利の調整と認められ

るものについては償却原価法（定額法）により原価を算定しております。 

なお、営業投資有価証券については移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によ

り評価しております。 

 (2) たな卸資産の評価基準及び評価方法 

  ①販売用不動産 個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法） 

賃貸中の販売用不動産については固定資産に準じて減価償却を行っておりま

す。 

  ②原材料及び貯蔵品 最終仕入原価法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法） 

  

２．固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

   建物 定額法 

   工具、器具及び備品 定率法 

 (2) 無形固定資産 

  定額法 

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用しております。 

  

３．引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。 

 (2) 賞与引当金 従業員に対する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当事業年度負担分

を計上しております。 

 (3) 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額

に基づき計上しております。 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰

属させる方法については、給付算定式基準によっております。 

過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）に基づく定額法による按分額を費用処理しております。 

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10年）に基づく定額法による按分額をその発生の

翌事業年度から費用処理しております。 

 

４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

 消費税等の処理方法 税抜方式によっております。 
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５．未適用の会計基準等 

 (1) 収益認識に関する会計基準等 

・「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日） 

・「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 2020年３月31日） 

① 概要 

収益認識に関する包括的な会計基準であります。収益は、次の５つのステップを適用し認識されます。 

ステップ1：顧客との契約を識別する。 

ステップ2：契約における履行義務を識別する。 

ステップ3：取引価格を算定する。 

ステップ4：契約における履行義務に取引価格を配分する。 

ステップ5：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する。 

② 適用予定日 

2022年12月期の期首より適用予定であります。 

③ 当該会計基準等の適用による影響 

影響額は、当計算書類の作成時において評価中であります。 

 

 (2) 時価の算定に関する会計基準等 

・「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日） 

・「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2019年７月４日） 

・「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 2019年７月４日） 

・「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日） 

・「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 2020年３月31日 企業会計 

 基準委員会） 

① 概要 

国際的な会計基準の定めとの比較可能性を向上させるため、「時価の算定に関する会計基準」及び「時価

の算定に関する会計基準の適用指針」（以下「時価算定会計基準等」という。）が開発され、時価の算定

方法に関するガイダンス等が定められました。時価算定会計基準等は次の項目の時価に適用されます。 

・「金融商品に関する会計基準」における金融商品 

・「棚卸資産の評価に関する会計基準」におけるトレーディング目的で保有する棚卸資産 

また、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」が改訂され、金融商品の時価のレベルごとの内訳等

の注記事項が定められました。  

② 適用予定日 

2022年12月期の期首より適用予定であります。 

③ 当該会計基準等の適用による影響 

影響額は、当計算書類の作成時において評価中であります。 

 

 (3) 会計方針の開示、会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準 

・「会計方針の開示、会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 2020年３月31 

日）  

① 概要 

関連する会計基準等の定めが明らかでない場合に、採用した会計処理の原則及び手続きの概要を示すこと

を目的とするものです。 

② 適用予定日 

2021年12月期の年度末より適用予定であります。 

 

 (4) 会計上の見積りの開示に関する会計基準 

・「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日） 

① 概要 

当年度の計算書類に計上した金額が会計上の見積りによるもののうち、翌年度の計算書類に重要な影響を

及ぼすリスクがある項目における会計上の見積りの内容について、計算書類利用者の理解に資する情報を

開示することを目的とするものです。  

② 適用予定日 

2021年12月期の年度末より適用予定であります。 
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６．表示方法の変更 

 該当事項はありません。 

 

 

（追加情報） 

 （新型コロナウイルスの感染拡大に伴う会計上の見積り） 

新型コロナウイルス感染症の今後の拡がり方や収束時期を予測することは困難な状態にありますが、当社で

は、事業を取り巻く環境は今後緩やかに回復し、翌事業年度末に向けて概ね平常化するという想定のもと、

会計上の見積りを行っております。 

なお、新型コロナウイルス感染拡大による影響は不確定要素が多く、感染拡大の状況や経済環境等が変化し

た場合には、当社の財政状態、経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 
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（貸借対照表に関する注記） 

１．有形固定資産の減価償却累計額 303,407千円 

  

２．金融取引として会計処理した資産及び負債 

「特別目的会社を活用した不動産の流動化に係る譲渡人の会計処理に関する実務指針」(日本公認会計士協会会

計制度委員会報告第15号)に基づき，金融取引として会計処理した資産及び負債 

販売用不動産 251,568千円 

預り金 310,000千円 

  

３．保証債務等 

保証債務 2,912千円 

(注)仲介物件購入者の住宅ローンに対する保証であります。 

  

４．関係会社に対する金銭債権債務（区分表示したものを除く） 

短期金銭債権 7,874千円 

長期金銭債権 351,938千円 

短期金銭債務 416,332千円 

 

５．当座貸越契約及び貸出コミットメント 

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行と当座貸越契約を締結しております。 

また、当社は東京建物株式会社が導入しているＣＭＳ（貸出コミットメント）に参加しております。 

これらに基づく事業年度末における当座貸越契約及び貸出コミットメントに係る借入金未実行残高等は以下の

とおりであります。 

当座貸越極度額及び貸出コミットメントの総額 30,000,000千円 

借入実行残高 12,500,015千円 

差引額 17,499,984千円 

 

 
 

（損益計算書に関する注記） 

１．関係会社との取引高 

営業取引の取引高 2,248,413千円 

営業取引以外の取引高 59,078千円 

 

２．通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低下による簿価切下額 

営業原価 388,741千円 

 

３．新型コロナウイルス感染症による損失の内訳 

新型コロナウイルス感染症に対する政府、自治体からの各種要請等を踏まえ、保有物件の休業期間中に発生し

た固定費（減価償却費等）を新型コロナウイルス感染症による損失として計上しております。 
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（税効果会計に関する注記） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

(繰延税金資産)   

 退職給付引当金 552,446千円 

 販売用不動産 1,048,075千円 

 減損損失 20,397千円 

  賞与引当金 23,640千円 

  貸倒引当金 3,081千円 

 未払事業税 47,081千円 

  その他 42,755千円 

   (繰延税金資産小計) 1,737,478千円 

  評価性引当額 △997,273千円 

   (繰延税金資産合計) 740,204千円 

(繰延税金負債)   

 販売用不動産 △106,477千円 

  (繰延税金負債合計) △106,477千円 

  繰延税金資産の純額 633,726千円 
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（金融商品に関する注記） 

1. 金融商品の状況に関する事項 

 (1) 金融商品に対する取組方針 

当社は、不動産投資計画に照らして、短期的な運転資金を銀行借入、もしくは東京建物株式会社が導入している

ＣＭＳ（キャッシュマネジメントシステム）により調達しております。 

 (2) 金融商品の内容及びそのリスク 

営業未収入金及び立替金は、顧客の信用リスクに晒されておりますが、ほとんど１年以内の回収予定であります。 

有価証券及び投資有価証券は、主に資産流動化法に基づく特定目的会社に対する優先出資証券、特別目的会社に

対する匿名組合出資金及び業務上の関係を有する企業の株式等であり、それぞれ発行体の信用リスク及び市場価

格の変動リスクに晒されております。 

営業未払金、未払金、未払費用及び預り金は、ほとんど１年以内の支払期日であります。 

借入金は、運転資金（主として短期）及び不動産投資資金（主として長期）の調達を目的としたものであります。 

  

 

2. 金融商品の時価等に関する事項 

2020年12月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（(注)２参照）。 

  
貸借対照表計上額 

(千円) 
時価 

(千円) 
差額 

(千円) 

(1) 現金及び預金 2,793,378 2,793,378 － 

(2) 営業未収入金 103,573     

   貸倒引当金（*１） △4,043     

  99,530 99,530 － 

(3) 立替金 680,725 680,725 － 

資産計 3,573,633 3,573,633 － 

(1) 営業未払金 289,156 289,156 － 

(2) 関係会社短期借入金 12,500,015 12,500,015 － 

(3) 未払金 55,429 55,429 － 

(4) 未払費用 397,768 397,768 － 

(5) 預り金 2,904,748 2,904,748 － 

(6) 長期借入金（*２） 12,522,250 12,571,646 49,396 

負債計 28,669,370 28,718,766 49,396 

  

(*１) 営業未収入金に対応する貸倒引当金を控除しております。 

(*２) 長期借入金の貸借対照表計上額及び時価には、１年内返済予定の長期借入金が含まれております。 
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(注) １ 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

資産 

(1) 現金及び預金、(2) 営業未収入金、(3) 立替金 

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。 

負債 

(1) 営業未払金、(2) 関係会社短期借入金、(3) 未払金、(4) 未払費用、(5) 預り金 

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。 

(6) 長期借入金 

これらの時価は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値

により算定しております。 

  

(注) ２ 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

区分 
貸借対照表計上額 

（千円） 

非上場株式（*１） 53,000 

優先出資証券（*１） 94,028 

匿名組合出資金（*１） 698,000 

敷金及び保証金（*２） 2,205,566 

長期預り敷金保証金（*３） 3,931,178 
  

(*１) 非上場株式、優先出資証券及び匿名組合出資金は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められるため、時価開示の対象としておりません。 

(*２) 賃借物件において預託している敷金及び保証金は、市場価格がなく、かつ、入居から退去までの実

質的な預託期間を算定することは困難であり、その他の預託金等についても、実質的な預託期間を

算定することは困難であることから、合理的なキャッシュ・フローを見積ることが極めて困難と認

められるため、時価開示の対象としておりません。 

(*３) 賃貸物件における賃借人から預託されている長期預り敷金保証金は、市場価格がなく、かつ、賃借

人の入居から退去までの実質的な預託期間を算定することは困難であることから、合理的なキャッ

シュ・フローを見積ることが極めて困難と認められるため、時価開示の対象としておりません。 
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（関連当事者との取引に関する注記） 

１．親会社及び法人主要株主等 

種類 会社等の名称 

資本金又は 

出資金 

(千円) 

事業の内容 

又は職業 

議決権等の 

被所有割合 

(％) 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 

親会社 
東京建物 

株式会社 
92,451,442 不動産業 

直接 

100.0 

不動産の仲介等 

役員の兼任 

資金の借入 13,060,081 関係会社 

短期借入金 
12,000,015 

利息支払 52,382 

  
  取引条件及び取引条件の決定方針等 

当社は、東京建物株式会社が導入しているＣＭＳ（キャッシュマネジメントシステム）に参加しており、

資金貸借取引はＣＭＳに係るものであります。利率は、市場金利を勘案して合理的に決定しており、担保

は受け入れておりません。なお、資金の借入に係る取引金額は、期中平均残高を記載しております。 

  

２．子会社等 
  
  該当事項はありません。 

 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

１株当たり純資産額 486円21銭 

１株当たり当期純利益 52円01銭 
 


